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１．はじめに 

 コンテナターミナルの効率的な運営のためには、

バース毎の稼働実態の把握が必要であるが、ターミ

ナル毎の入港実績等のデータを入手することは困難

であり、その分析は難しい状況であった。そこで、

港湾計画研究室では、コンテナバースの稼働実態を

把握する方法の一つとして、 AIS（ Automatic 

Identification System:船舶自動識別装置）データ

によるバースウィンドウの作成手法を新たに開発し

た。また、これを元に国内外の主要コンテナターミ

ナルにおけるバース占有率の比較分析を行った。 

２．バースウィンドウ 

 一般的にバースウィンドウとは、ターミナルにお

ける各社各船の利用割当てを示すチャートを指すが、

本研究では、実際の接岸時間とバース占有範囲を示

すチャートをバースウィンドウと定義した。AISデー

タにより各コンテナ船の位置をリアルタイムで把握

することができるが､これを用いて各船の接岸時間

とバース占有範囲を、AISデータに含まれる自船位置、

船体諸元等の情報をもとに特定した。バースウィン

ドウの作成例を図-1に示す。 

３．分析の一例：バース占有率の比較 

この手法を用いた分析例として国内外の主要コン

テナターミナルの比較を行った。各船の接岸時間と

バース占有長をバース毎に集計し、式(1)により算定

される値をバース占有率ORと定義し比較した。対象

期間は2010年10月3日～30日の4週間とした。 

OR=
Σship�Lship×Tship�

LAll×TAll
      (1) 

 ここに、Lship・Tship：各船バース占有長・占有時

間、LAll・TAll：各船の着岸したバース全体の延長・

分析対象時間である。 

 

図-2はバース占有率を曜日別に整理した結果であ

る。シンガポール港では60％前後、釜山港では30％

前後で推移しており、曜日による大きな変動は見ら

れなかった。これに対して、横浜港と名古屋港では、

平日には50％を超えてシンガポール港並のバース占

有率となっている曜日がある一方で、土日には大き

く低下しているという状況が確認された。 

４．おわりに 

 本分析により得られるバースウィンドウは、バー

スの稼働率に関する向上策の検討等に寄与すること

が期待される。 

今後もAIS等を用いた船舶動静に関する分析を行

い、政策立案の基礎資料を提供していきたい。 

 

図-1 バースウィンドウ作成例 

（縦方向がバースの延長，横方向が時間を示す） 
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図-2 曜日別バース占有率 

【参考】 

1) 国総研資料 No.676 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0676.htm 

800 m

1,000 m

2010/10/8（金） 2010/10/9（土）

200 m

400 m

600 m

2010/10/3（日） 2010/10/4（月） 2010/10/5（火） 2010/10/6（水） 2010/10/7（木）

写真 写真 

 

研究動向・成果 
 

 

格安航空会社（ＬＣＣ）就航や空港の 

容量制約を踏まえた政策シミュレーション 

 

空港研究部 空港計画研究室  主任研究官 井上 岳 室長 丹生 清輝 

（キーワード） 空港計画、格安航空会社（LCC） 

 

１．はじめに 

 高需要の空港における容量逼迫が顕在化しつつあ

り、空港隣接地域における空港の役割分担の在り方

や混雑空港における空港容量のマネジメントに係る

政策ニーズと政策効果分析手法の必要性が高まって

いる。そこで、空港政策と航空市場におけるエアラ

インの行動（運賃設定、便数設定、路線設定など）

の関係に焦点をおき、エアラインの行動モデルの構

築及び構築したモデルによる政策効果分析を行った。

また、格安航空会社（LCC）参入による影響を評価す

るためのモデルを構築し、参入効果に係る試算を行

った。 

２．空港需要マネジメント政策によるエアライン行

動（運賃設定・便数設定・路線設定）のモデル化及

び政策効果シミュレーション  

 旅客の交通機関選択の変化（鉄道（新幹線）⇔航

空）が考慮可能となるよう、当研究室がこれまでに

開発してきた国内航空市場モデル（国総研研究報告

No.38）を拡張した。更に、空港需要マネジメント政

策を実施したとした場合における、首都圏～関西圏、

首都圏～北部九州間及び関西圏～北部九州間の旅客

の交通機関・経路選択行動の変化を、複数のシナリ

オを設定し、シミュレーションした。例えば、伊丹

空港において機材・便数制約（大型ジェット機乗入

の禁止、かつ、ジェット枠を現行の3分の2）を行っ

た場合、羽田～伊丹の旅客は、1日4,000人程度（片

道）減少するが、その殆どは鉄道（新幹線）に転換

し、羽田～関西への利用転換はごく限られると推計

された。また、関西空港の公租公課（着陸料等）を

減免した結果、羽田～関西の平均運賃が１割低減し

た場合にあっても、関西空港の利用増加には殆ど効

果が見られないものと推計された。 

３．格安航空会社（LCC）参入を考慮したモデルへの

拡張 

 LCC参入が、旅客の選択行動の変化及び航空便数の

配分戦略の変化に与える影響を分析するため、２．

で開発したシミュレーションモデルを拡張し、参入

の効果について試算した。前項のモデルでは、航空

会社間の競争をクルーノー競争としてモデル化した

のに対し、本項のモデルは、ベルトラン競争として

モデル化し、航空会社間の価格競争が考慮可能とな

った。例として関西圏～北部九州間のケースを示す。

関西～福岡間に就航する既存の航空会社のうち特定

の1社が、ユニットコストが半額のLCCに代替される

ものと仮定した場合、LCCの運賃は従前よりも1割強

～2割程度低下するが、既存エアラインの運賃の反応

は殆どないものと試算された。また、当該ODゾーン

間における航空旅客数は、増加すると試算された。 

■旅客 

効用最大化行動により経路選択 
■航空会社 

利潤最大化行動により価格決定 

航空会社は他の企業の価格をもとにそ

れぞれ独立に自社の価格を決定 

エアライン aの利潤最大化 
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エアラインの費用関数 Caは、航空

会社毎に設定することで費用構造

の違いを反映 

図－４ 運賃競争による分析モデルの概要 

■鉄道会社 

旅客や航空会社に影響を受けない 

需要 xr 価格 

運賃・運行頻度は固定。供給量制約なし 

図 LCC参入を考慮した国内航空市場モデル 

４．おわりに 

LCCによる国内航空路線の運航が相次いで開始さ

れたことを踏まえ、LCCによる本邦航空輸送市場への

影響について実証的な分析を進めつつ、今後もモデ

ルの改良を進めていく予定である。 

【参考】国総研資料No.694並びに土木計画学研究・講演集

Vol.46(137)及び(139) 
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